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主 な 記 事

越境ＥＣの課税関係を見直し ２面

海外ＱＲ決済の取引把握は困難 ２面

「私が見た 税を巡る点と線」

川田氏が北本氏に聞く ３面

　国税庁は�日、取引相場のない株式（非上

場株式）の相続税評価について、相続税法の

時価主義の下、適正な評価制度のあり方を検

討するため、有識者会議を設置し、きょう�

日に第１回会合を開催すると発表した。

　非上場株式の相続税評価については、令和

６年�月に会計検査院が原則的評価方式であ

る類似業種比準方式、純資産価額方式、これ

らの併用方式の各評価方式の間で評価額にか

い離が生じており、類似業種比準価額を適用

する割合が高い規模の大きな会社ほど、株式

の評価額が相対的に低く算定されていること

や特例的評価方式である配当還元方式の還元

率が近年の金利の水準と比べて相対的に高い

率となっているおそれがあること等から、評

価制度のあり方について「異なる規模の会社

間での公平性や社会経済の変化を考慮し、よ

り適切なものとなるよう検討を行っていくこ

とが肝要」との指摘を行った。

　有識者会議の開催は、この指摘を踏まえた

ものとなる。

　

政

府

は

�

日

、

金

融

商

品

取

引

法

及

び

資

金

決

済

に

関

す

る

法

律

の

改

正

案

を

閣

議

決

定

し

、

国

会

に

提

出

し

た

。

３

月

�

日

に

成

立

し

た

令

和

８

年

度

税

制

改

正

法

で

は

、

金

融

商

品

取

引

法

等

の

改

正

を

前

提

に

、

一

定

の

暗

号

資

産

の

譲

渡

等

に

分

離

課

税

（

所

得

税

�

％

、

住

民

税

５

％

）

を

導

入

す

る

こ

と

が

決

ま

っ

て

お

り

、

同

改

正

案

の

成

立

が

分

離

課

税

の

適

用

開

始

時

期

等

を

左

右

す

る

。

改

正

案

の

中

で

、

改

正

法

は

公

布

日

か

ら

１

年

以

内

の

政

令

で

定

め

る

日

か

ら

施

行

す

る

と

さ

れ

て

い

る

。

　

Ｓ

Ｍ

Ｂ

Ｃ

日

興

証

券

な

ど

大

手

金

融

機

関

７

社

は

８

日

、

各

金

融

機

関

で

の

相

続

手

続

き

に

つ

い

て

、

一

括

で

対

応

で

き

る

新

た

な

仕

組

み

を

構

築

す

る

こ

と

で

合

意

し

た

と

発

表

し

た

。

煩

雑

な

相

続

手

続

き

を

一

元

化

す

る

こ

と

で

、

相

続

人

や

金

融

機

関

の

負

担

を

軽

減

す

る

。

今

秋

に

も

新

会

社

を

設

立

し

、

令

和

�

年

秋

頃

に

全

国

で

の

提

供

開

始

を

目

指

し

て

い

る

。

　

被

相

続

人

が

保

有

し

て

い

る

預

貯

金

や

有

価

証

券

の

名

義

変

更

や

換

金

手

続

き

な

ど

の

相

続

手

続

き

は

、

金

融

機

関

ご

と

個

別

に

行

う

必

要

が

あ

り

、

統

一

さ

れ

た

仕

組

み

が

存

在

し

な

い

。

そ

の

た

め

、

相

続

人

は

金

融

機

関

ご

と

に

、

多

数

の

同

様

の

書

類

（

戸

籍

謄

本

や

印

鑑

証

明

書

等

）

を

準

備

し

提

出

す

る

必

要

が

あ

る

。

　

そ

こ

で

、

相

続

人

等

の

負

担

を

軽

減

す

べ

く

、

金

融

業

界

横

断

の

相

続

手

続

き

一

元

化

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

と

な

る

「

み

ら

い

た

す

く

」

を

構

築

す

る

と

し

た

。

相

続

人

が

各

金

融

機

関

に

連

絡

す

る

の

で

は

な

く

、

オ

ン

ラ

イ

ン

で

相

続

手

続

き

に

必

要

な

情

報

を

連

携

し

、

提

携

す

る

各

金

融

機

関

で

の

相

続

手

続

き

を

一

括

で

行

う

。

新

会

社

へ

出

資

す

る

金

融

機

関

以

外

の

金

融

機

関

に

よ

る

利

用

も

可

能

と

す

る

想

定

と

な

っ

て

い

る

。

　

日

本

経

済

団

体

連

合

会

は

�

日

、

税

・

財

政

・

社

会

保

障

一

体

改

革

に

関

す

る

基

本

的

考

え

方

を

公

表

し

た

。

社

会

保

障

国

民

会

議

の

設

置

を

高

く

評

価

し

た

上

で

、

税

と

社

会

保

障

の

一

体

改

革

に

加

え

て

、

経

済

財

政

運

営

が

大

転

換

す

る

歴

史

的

な

機

会

だ

と

捉

え

、

こ

れ

ら

の

一

体

改

革

の

基

本

的

考

え

方

を

提

言

し

て

い

る

。

こ

の

中

で

、

給

付

付

き

税

額

控

除

に

つ

い

て

は

、

ま

ず

は

勤

労

世

代

の

実

質

的

な

負

担

を

軽

減

す

る

観

点

か

ら

中

・

低

所

得

者

の

税

・

社

会

保

障

の

一

部

に

相

当

す

る

額

の

給

付

が

考

え

ら

れ

る

と

前

向

き

な

見

方

を

示

す

一

方

、

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

減

税

に

つ

い

て

は

社

会

保

障

国

民

会

議

で

の

徹

底

的

な

議

論

が

必

要

、

代

替

財

源

の

明

確

化

が

大

前

提

な

ど

と

指

摘

し

た

。

　

経

団

連

は

同

考

え

方

の

中

で

、

給

付

付

き

税

額

控

除

に

関

し

て

は

早

期

の

実

現

に

向

け

て

、

政

府

に

所

得

や

社

会

保

険

料

・

税

の

負

担

と

給

付

の

情

報

連

携

の

た

め

の

基

盤

整

備

の

加

速

を

求

め

た

。

２

年

を

待

た

ず

に

簡

素

な

形

で

給

付

の

仕

組

み

を

導

入

し

つ

つ

、

段

階

的

に

よ

り

精

緻

な

制

度

構

築

を

図

る

こ

と

も

有

力

な

選

択

肢

だ

と

し

た

。

　

ま

た

、

被

扶

養

配

偶

者

の

就

労

促

進

を

図

る

観

点

か

ら

、

恒

常

的

な

仕

組

み

と

し

て

、

社

会

保

険

料

に

お

け

る

「

年

収

の

壁

」

の

相

当

額

を

給

付

す

る

こ

と

も

提

案

。

そ

の

上

で

、

将

来

的

に

所

得

控

除

中

心

の

個

人

所

得

税

体

系

の

見

直

し

、

勤

労

世

代

以

外

の

各

種

の

低

所

得

者

対

策

等

の

整

理

・

一

本

化

、

再

分

配

機

能

の

強

化

に

向

け

た

累

進

税

率

の

見

直

し

等

に

つ

い

て

検

討

し

て

い

く

こ

と

が

重

要

だ

と

し

た

。

　

他

方

、

消

費

税

減

税

に

つ

い

て

は

、

前

記

の

指

摘

に

加

え

て

、

シ

ス

テ

ム

対

応

な

ど

多

岐

に

わ

た

る

論

点

も

含

め

、

議

論

・

検

討

を

尽

く

す

べ

き

な

ど

と

し

て

お

り

、

給

付

付

税

額

控

除

の

導

入

と

比

べ

る

と

、

慎

重

な

考

え

が

目

立

つ

。

　

今

回

の

金

商

法

等

の

改

正

案

の

内

容

は

、

①

暗

号

資

産

に

係

る

規

制

の

見

直

し

、

②

企

業

の

サ

ス

テ

ナ

ビ

リ

テ

ィ

情

報

の

開

示

・

保

証

、

③

ス

タ

ー

ト

ア

ッ

プ

企

業

へ

の

資

金

供

給

の

促

進

、

④

有

価

証

券

に

関

す

る

不

公

正

取

引

規

制

等

の

見

直

し

―

―

が

柱

。

こ

の

う

ち

、

暗

号

資

産

に

係

る

規

制

の

見

直

し

で

は

、

暗

号

資

産

の

取

引

に

係

る

規

制

を

資

金

決

済

法

か

ら

金

商

法

に

移

管

し

、

有

価

証

券

と

は

別

の

金

融

商

品

と

し

て

金

商

法

に

位

置

づ

け

た

上

で

、

利

用

者

保

護

の

充

実

の

た

め

に

そ

の

性

質

を

踏

ま

え

た

規

制

を

適

用

す

る

こ

と

と

し

て

い

る

。

　

同

改

正

案

の

中

で

、

特

に

注

目

さ

れ

て

い

た

の

は

暗

号

資

産

に

係

る

部

分

を

含

む

施

行

日

だ

。

８

年

度

税

制

改

正

法

で

一

定

の

暗

号

資

産

の

譲

渡

等

へ

の

分

離

課

税

を

金

商

法

等

の

改

正

法

の

施

行

日

の

属

す

る

年

の

翌

年

１

月

１

日

以

後

に

行

う

譲

渡

等

に

つ

い

て

適

用

す

る

と

し

て

い

る

た

め

。

　

金

融

庁

が

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

公

表

し

た

同

改

正

案

の

説

明

資

料

で

は

、

同

改

正

法

案

が

８

年

中

に

成

立

・

公

布

さ

れ

る

こ

と

を

前

提

に

、

同

改

正

案

の

暗

号

資

産

に

係

る

部

分

の

施

行

時

期

が

９

年

４

月

１

日

か

ら

９

年

�

月

１

日

の

間

に

な

る

こ

と

を

示

す

図

が

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

仮

に

こ

の

と

お

り

と

な

れ

ば

、

一

定

の

暗

号

資

産

へ

の

分

離

課

税

は

�

年

１

月

１

日

以

後

に

行

う

譲

渡

等

か

ら

適

用

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

。

令

和

　

年

　

月

　

日
８ ４ �

第３６９５号
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日

本

で

も

人

気

を

博

し

た

米

国

の

Ｓ

Ｆ

ド

ラ

マ

『

ス

タ

ー

ト

レ

ッ

ク

』

は

、

放

送

開

始

か

ら

�

年

を

迎

え

た

。

科

学

技

術

に

よ

り

物

質

的

な

不

足

が

解

消

さ

れ

、

貨

幣

経

済

が

存

在

し

な

い

ポ

ス

ト

・

ス

カ

ー

シ

テ

ィ

（

脱

希

少

性

）

社

会

を

描

い

て

い

る

★

ス

タ

ー

ト

レ

ッ

ク

フ

ァ

ン

を

公

言

し

て

い

る

米

実

業

家

の

イ

ー

ロ

ン

・

マ

ス

ク

氏

は

、

�

～

�

年

後

に

は

Ａ

Ｉ

、

ロ

ボ

ッ

ト

の

進

化

や

宇

宙

開

発

に

よ

っ

て

、

誰

も

が

高

所

得

で

働

く

こ

と

が

任

意

と

な

り

、

お

金

自

体

が

ほ

と

ん

ど

意

味

を

失

う

と

予

測

。

実

際

、

自

分

が

手

掛

け

て

い

る

事

業

で

も

、

そ

の

実

現

を

目

指

し

て

い

る

の

だ

ろ

う

★

そ

う

な

る

と

、

税

金

の

仕

組

み

も

根

本

的

に

変

わ

る

の

だ

ろ

う

か

。

米

オ

ー

プ

ン

Ａ

Ｉ

は

６

日

、

Ａ

Ｉ

の

急

速

な

進

化

で

労

働

市

場

や

経

済

構

造

が

激

変

す

る

こ

と

に

備

え

た

政

策

提

言

を

公

表

し

た

。

そ

の

中

で

、

Ａ

Ｉ

導

入

に

よ

り

業

務

自

動

化

で

生

じ

た

収

益

に

対

す

る

課

税

を

提

唱

し

て

い

る

。

（

Ａ

）

　

令

和

８

年

度

税

制

改

正

で

は

、

国

境

を

越

え

た

電

子

商

取

引

に

係

る

消

費

税

の

課

税

関

係

が

見

直

さ

れ

た

。

オ

ン

ラ

イ

ン

モ

ー

ル

な

ど

の

デ

ジ

タ

ル

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

を

介

し

た

、

国

外

事

業

者

に

よ

る

国

内

で

の

物

品

販

売

等

に

つ

い

て

、

消

費

税

の

納

税

義

務

を

国

外

事

業

者

か

ら

一

定

の

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

に

転

換

す

る

。

こ

れ

に

よ

り

、

対

象

と

な

る

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

に

イ

ン

ボ

イ

ス

の

交

付

義

務

が

生

じ

る

こ

と

と

な

る

。

�

年

４

月

１

日

以

後

に

行

わ

れ

る

資

産

の

譲

渡

に

つ

い

て

適

用

さ

れ

る

。

国

税

庁

は

１

日

に

同

改

正

関

係

で

、

「

消

費

税

法

基

本

通

達

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

（

法

令

解

釈

通

達

）

」

「

消

費

税

法

改

正

の

お

知

ら

せ

（

令

和

８

年

４

月

）

」

を

公

表

し

て

い

る

。

（

�

日

）

兼

熊

本

国

税

局

課

税

部

個

人

課

税

課

長

事

務

取

扱

（

熊

本

国

税

局

課

税

部

次

長

）

　

　

松

田

　

敏

昭

【

辞

職

】

（

熊

本

国

税

局

課

税

部

個

人

課

税

課

長

）一

安

　

公

敬

　

外

国

人

旅

行

者

が

日

本

を

訪

れ

、

外

国

人

の

経

営

す

る

店

舗

で

取

引

を

し

、

国

外

決

済

事

業

者

の

Ｑ

Ｒ

コ

ー

ド

決

済

を

利

用

し

て

国

外

の

資

金

移

動

で

決

済

の

す

べ

て

が

完

結

す

る

場

合

、

店

舗

の

売

上

げ

や

所

得

の

把

握

が

困

難

な

問

題

が

３

月

�

日

の

衆

院

予

算

委

員

会

で

取

り

上

げ

ら

れ

た

。

外

国

人

経

営

店

舗

の

口

座

へ

の

資

金

移

動

の

際

に

国

内

の

銀

行

等

と

の

連

携

が

な

い

場

合

、

資

金

決

済

法

等

の

登

録

義

務

や

監

督

権

限

を

実

際

に

及

ぼ

す

こ

と

は

難

し

い

と

さ

れ

、

片

山

さ

つ

き

財

務

相

兼

金

融

担

当

相

は

「

把

握

方

法

が

非

常

に

少

な

い

と

い

う

問

題

を

い

か

に

解

決

す

る

か

も

含

め

て

努

力

を

し

て

い

き

た

い

」

と

対

策

に

意

欲

を

示

し

た

。

　

国

外

決

済

事

業

者

の

Ｑ

Ｒ

決

済

を

利

用

し

て

国

外

の

資

金

移

動

で

決

済

の

す

べ

て

が

完

結

す

る

場

合

は

図

の

と

お

り

。

　

同

委

員

会

で

は

、

日

本

維

新

の

会

の

阿

部

司

議

員

が

、

具

体

名

を

挙

げ

て

「

ア

リ

ペ

イ

等

の

中

国

系

の

ス

マ

ホ

決

済

が

国

内

で

広

く

用

い

ら

れ

て

い

て

、

日

本

円

を

介

さ

な

い

取

引

が

一

部

で

常

態

化

し

て

い

る

。

国

内

の

店

舗

で

取

引

が

行

わ

れ

て

い

る

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

資

金

の

流

れ

は

中

国

国

内

の

銀

行

口

座

、

決

済

イ

ン

フ

ラ

上

で

行

わ

れ

る

」

と

し

た

上

で

、

こ

う

し

た

ケ

ー

ス

で

当

局

が

取

引

の

把

握

や

管

理

監

督

を

で

き

る

か

を

質

問

し

た

。

　

こ

れ

に

対

し

、

片

山

財

務

相

兼

金

融

担

当

相

は

、

こ

の

問

題

を

「

由

々

し

き

問

題

」

と

指

摘

し

、

国

内

の

銀

行

等

と

乗

り

入

れ

て

い

な

い

と

こ

ろ

に

関

し

て

は

、

お

そ

ら

く

法

律

上

の

登

録

義

務

や

監

督

権

限

を

実

際

に

及

ぼ

す

こ

と

が

非

常

に

難

し

く

な

っ

て

い

る

と

説

明

。

た

だ

、

「

内

閣

と

し

て

秩

序

あ

る

外

国

人

と

の

共

生

、

不

公

平

感

を

な

く

さ

な

い

と

い

け

な

い

と

や

っ

て

い

る

の

で

、

国

税

当

局

と

し

て

も

、

金

融

担

当

大

臣

と

し

て

も

、

正

し

て

い

か

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

と

い

う

強

い

問

題

意

識

を

持

っ

て

い

る

」

と

述

べ

た

。

　

こ

の

問

題

は

３

月

�

日

の

閣

議

後

会

見

で

も

取

り

上

げ

ら

れ

、

片

山

財

務

相

兼

金

融

担

当

相

は

「

国

内

で

行

わ

れ

る

取

引

は

課

税

対

象

と

な

る

。

日

本

人

で

あ

る

か

ど

う

か

関

係

な

く

、

消

費

税

も

、

そ

れ

か

ら

所

得

税

も

、

日

本

国

源

泉

所

得

で

あ

る

。

そ

れ

を

把

握

す

る

手

段

が

非

常

に

弱

い

と

い

う

こ

と

。

そ

れ

か

ら

マ

ネ

ー

ロ

ン

ダ

リ

ン

グ

の

チ

ェ

ッ

ク

が

効

か

な

い

と

い

う

こ

と

の

２

点

が

あ

り

、

私

は

財

務

大

臣

で

金

融

担

当

大

臣

で

す

か

ら

両

方

か

ら

そ

の

点

は

問

題

視

を

し

て

い

る

」

と

改

め

て

説

明

し

た

。

　

国

境

を

越

え

た

電

子

商

取

引

に

係

る

消

費

税

の

課

税

関

係

で

は

、

通

信

販

売

の

方

法

に

よ

り

行

わ

れ

る

①

少

額

輸

入

貨

物

の

譲

渡

に

係

る

課

税

関

係

、

②

デ

ジ

タ

ル

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

を

介

し

て

行

う

資

産

の

譲

渡

に

係

る

課

税

関

係

が

見

直

さ

れ

た

。

　

②

で

は

、

国

税

庁

長

官

の

指

定

を

受

け

た

「

第

二

種

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

」

が

提

供

す

る

デ

ジ

タ

ル

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

を

介

し

て

行

う

次

の

①

及

び

②

の

資

産

の

譲

渡

で

、

当

該

第

二

種

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

を

介

し

て

そ

の

対

価

を

収

受

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

当

該

第

二

種

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

が

こ

れ

ら

の

資

産

の

譲

渡

を

行

っ

た

も

の

と

み

な

し

て

、

消

費

税

の

申

告

・

納

税

を

行

う

こ

と

と

さ

れ

た

。

　

第

二

種

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

の

指

定

要

件

は

、

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

の

そ

の

課

税

期

間

に

お

い

て

、

そ

の

提

供

す

る

デ

ジ

タ

ル

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

を

介

し

て

行

わ

れ

る

①

国

外

事

業

者

が

国

内

に

お

い

て

行

う

資

産

の

譲

渡

（

こ

れ

に

付

随

す

る

資

産

の

譲

渡

等

を

含

む

）

、

②

事

業

者

が

行

う

特

定

少

額

資

産

の

譲

渡

に

係

る

対

価

の

額

の

う

ち

、

当

該

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

を

介

し

て

収

受

す

る

も

の

の

合

計

額

が

�

億

円

を

超

え

る

こ

と

と

な

っ

て

い

る

。

　

第

二

種

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

の

指

定

要

件

を

満

た

す

事

業

者

は

、

そ

の

課

税

期

間

の

確

定

申

告

書

の

提

出

期

限

ま

で

に

「

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

の

指

定

届

出

書

」

を

提

出

す

る

必

要

が

あ

り

、

指

定

を

受

け

た

第

二

種

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

は

国

税

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

で

公

表

さ

れ

る

。

　

第

二

種

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

が

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

で

あ

る

場

合

は

、

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

課

税

の

対

象

と

な

る

資

産

の

譲

渡

に

つ

い

て

、

第

二

種

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

に

イ

ン

ボ

イ

ス

の

交

付

義

務

が

生

じ

る

こ

と

に

な

る

。

　

な

お

、

今

回

の

改

正

に

よ

り

、

消

費

者

向

け

電

気

通

信

利

用

役

務

の

提

供

に

お

け

る

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

課

税

の

「

特

定

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

」

は

、

�

年

４

月

１

日

を

も

っ

て

「

第

一

種

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

」

に

名

称

が

変

更

さ

れ

る

。

（２）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　

一

昨

年

の

�

月

に

、

会

計

検

査

院

が

国

税

庁

に

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

の

あ

り

方

で

検

討

を

求

め

た

（

令

和

６

年

�

月

�

日

号

１

面

参

照

）

。

改

正

さ

れ

れ

ば

根

本

的

な

改

正

に

な

る

と

予

想

さ

れ

、

関

係

者

へ

の

影

響

も

大

き

い

。

そ

こ

で

、

国

税

庁

や

東

京

国

税

局

で

長

年

、

評

価

の

実

務

に

携

わ

り

、

現

在

は

税

理

士

を

務

め

て

い

る

北

本

高

男

氏

に

話

を

聞

い

た

。

　川田剛（かわだ・ごう）氏の

略歴　柏原税務署長、国税庁国

際業務室長、国税庁管理課長、

仙台国税局長などを経て退官、

国士舘大学教授、明治大学大学

院グローバルビジネス研究科教

授などを歴任。現在は税理士法

人川田事務所代表社員税理士。

　北本高男（きたもと・たかお）

氏の略歴　東京国税局資産評価

官、北沢税務署長、同局資産課

税課長、国税庁資産評価企画官、

板橋税務署長、沖縄国税事務所

長、平成�年税理士登録、�年

～�年税理士試験委員。

　

川

田

　

さ

っ

そ

く

で

す

が

、

一

昨

年

の

�

月

に

、

会

計

検

査

院

が

国

税

庁

に

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

の

あ

り

方

に

つ

い

て

検

討

を

求

め

ま

し

た

。

今

後

、

国

税

庁

は

ど

う

動

き

ま

す

か

。

　

北

本

　

そ

う

で

す

ね

。

会

計

検

査

院

か

ら

非

上

場

株

の

評

価

方

式

を

改

め

る

べ

き

で

は

な

い

か

と

の

指

摘

は

、

国

税

庁

が

提

出

し

た

株

式

の

評

価

明

細

書

の

内

容

を

分

析

し

た

結

果

に

基

づ

い

た

も

の

で

、

国

税

庁

は

動

か

ざ

る

を

得

な

い

と

思

い

ま

す

。

す

で

に

準

備

は

進

め

て

い

る

の

で

は

な

い

で

す

か

。

　

ま

ず

、

類

似

業

種

比

準

方

式

に

代

わ

る

評

価

方

法

を

算

定

し

、

評

価

方

法

の

素

案

を

作

る

必

要

が

あ

り

ま

す

。

課

税

上

の

影

響

が

大

き

い

で

す

か

ら

、

政

府

及

び

与

党

の

税

制

調

査

会

等

に

説

明

し

な

け

れ

ば

い

け

な

い

で

し

ょ

う

し

、

中

小

企

業

庁

を

は

じ

め

、

商

工

会

議

所

、

税

理

士

会

な

ど

の

関

係

団

体

に

説

明

す

る

必

要

が

あ

り

ま

す

。

昭

和

�

年

に

評

価

通

達

が

発

遣

さ

れ

て

以

来

初

め

て

の

抜

本

的

な

改

正

に

な

る

の

で

、

国

税

庁

も

大

変

な

作

業

に

な

る

と

思

い

ま

す

。

　

川

田

　

大

変

で

す

よ

ね

。

マ

ン

シ

ョ

ン

の

評

価

で

さ

え

、

あ

れ

ぐ

ら

い

も

め

た

わ

け

で

す

よ

ね

。

だ

か

ら

、

今

度

は

も

っ

と

影

響

が

大

き

い

で

す

よ

ね

。

　

北

本

　

圧

倒

的

に

大

き

い

と

思

い

ま

す

。

　

川

田

　

タ

ワ

ー

マ

ン

シ

ョ

ン

限

定

だ

っ

た

ら

都

会

だ

け

か

も

し

れ

ま

せ

ん

が

、

今

回

は

全

国

に

影

響

し

ま

す

よ

ね

。

多

く

の

先

生

方

の

顧

問

先

に

も

影

響

し

て

く

る

の

で

は

な

い

で

し

ょ

う

か

。

　

北

本

　

影

響

し

ま

す

ね

。

お

そ

ら

く

想

像

以

上

に

大

き

な

影

響

が

出

る

の

で

は

な

い

で

し

ょ

う

か

。

要

は

、

改

正

後

の

評

価

額

が

、

改

正

前

に

比

べ

て

ど

の

程

度

上

が

る

か

に

よ

り

ま

す

が

、

会

社

に

よ

っ

て

は

か

な

り

影

響

が

出

て

く

る

の

で

は

な

い

で

し

ょ

う

か

。

　

川

田

　

会

計

検

査

院

の

報

告

書

を

見

る

と

、

細

か

く

調

べ

て

い

ま

す

よ

ね

。

　

北

本

　

６

０

０

社

を

超

え

る

会

社

に

つ

い

て

、

類

似

業

種

比

準

価

額

と

純

資

産

価

額

を

比

較

し

て

様

々

な

分

析

を

し

て

い

ま

す

ね

。

　

川

田

　

し

か

し

、

評

価

通

達

が

な

か

っ

た

ら

、

例

え

ば

米

国

み

た

い

に

「

評

価

通

達

な

し

」

と

す

れ

ば

、

訴

訟

が

多

発

し

て

ど

う

し

よ

う

も

な

い

で

す

よ

ね

。

　

北

本

　

財

産

の

評

価

は

評

価

通

達

が

な

か

っ

た

ら

大

変

で

す

。

人

に

よ

っ

て

別

々

な

評

価

額

が

で

て

き

ま

す

。

相

続

税

、

贈

与

税

に

と

っ

て

非

常

に

大

事

な

通

達

で

す

。

　

川

田

　

比

準

方

式

の

３

要

素

を

い

じ

る

と

い

う

可

能

性

も

あ

る

の

で

す

か

。

　

北

本

　

こ

れ

は

想

像

で

す

け

ど

、

類

似

業

種

比

準

方

式

を

変

え

る

と

す

れ

ば

、

小

手

先

の

改

正

で

は

無

理

で

す

か

ら

、

３

要

素

を

取

り

払

う

の

で

は

な

い

で

し

ょ

う

か

。

お

そ

ら

く

抜

本

的

に

評

価

方

法

を

変

え

る

こ

と

に

な

る

と

思

い

ま

す

。

　

川

田

　

そ

う

す

る

と

、

純

資

産

方

式

み

た

い

な

の

に

な

る

の

で

し

ょ

う

か

。

　

北

本

　

そ

う

で

す

ね

、

純

資

産

を

参

考

に

す

る

と

い

う

こ

と

は

あ

る

か

も

し

れ

な

い

で

す

ね

。

　

川

田

　

い

つ

ご

ろ

改

正

さ

れ

そ

う

で

し

ょ

う

か

。

　

北

本

　

国

税

庁

の

作

業

次

第

で

す

が

、

大

作

業

に

な

り

ま

す

の

で

、

早

く

て

も

今

年

の

税

調

で

議

論

さ

れ

る

イ

メ

ー

ジ

で

し

ょ

う

か

。

　

川

田

　

そ

れ

ま

で

に

相

当

の

反

対

運

動

が

起

こ

る

可

能

性

が

あ

り

ま

す

ね

。

　

北

本

　

そ

の

よ

う

な

こ

と

が

な

い

よ

う

に

国

税

庁

は

事

前

に

説

明

を

行

う

と

思

い

ま

す

。

大

事

な

こ

と

は

、

新

し

い

通

達

の

考

え

方

が

理

論

的

で

あ

り

、

有

識

者

、

納

税

者

か

ら

及

第

点

が

も

ら

え

る

方

式

で

あ

る

こ

と

が

必

要

で

す

。

　

川

田

　

１

０

０

点

と

い

う

の

は

あ

り

得

な

い

か

ら

、

�

点

ぐ

ら

い

の

と

こ

ろ

で

す

よ

ね

。

　

北

本

　

有

識

者

会

議

を

開

催

し

て

、

幅

広

く

議

論

を

し

て

い

た

だ

く

こ

と

も

一

考

だ

と

思

い

ま

す

。

　

川

田

　

米

国

は

標

準

的

な

算

定

方

式

は

な

い

の

で

、

そ

れ

ぞ

れ

専

門

家

に

鑑

定

を

依

頼

し

て

い

ま

す

。

そ

う

す

る

と

、

当

局

の

依

頼

し

た

鑑

定

の

数

字

と

納

税

者

の

鑑

定

し

た

数

字

が

違

っ

た

り

し

て

、

こ

れ

は

こ

れ

で

大

変

。

裁

判

所

が

独

自

に

鑑

定

す

る

と

し

て

も

、

そ

ん

な

予

算

は

な

い

と

い

わ

れ

ま

す

。

　

北

本

　

裁

判

所

も

非

上

場

株

の

時

価

を

判

定

す

る

こ

と

は

難

し

い

と

思

い

ま

す

。

非

上

場

株

は

第

三

者

間

の

取

引

事

例

が

極

め

て

少

な

い

こ

と

か

ら

、

第

三

者

機

関

に

評

価

を

委

託

す

る

こ

と

に

な

る

と

思

い

ま

す

。

　

川

田

　

不

動

産

鑑

定

士

な

ら

ぬ

、

株

価

鑑

定

士

み

た

い

な

制

度

が

要

る

ん

で

す

か

ね

。

　

北

本

　

株

価

鑑

定

士

も

い

い

で

す

が

、

会

計

学

者

の

中

で

も

、

統

一

し

た

評

価

方

式

は

確

立

し

て

い

な

い

の

で

、

難

し

い

で

す

よ

ね

。

　

川

田

　

例

え

ば

、

米

国

な

ど

で

は

上

場

株

の

７

掛

け

と

い

う

や

り

方

の

よ

う

で

す

が

、

類

似

業

種

を

ど

う

い

う

ふ

う

に

取

る

の

か

、

そ

の

取

り

方

も

あ

る

と

思

う

ん

で

す

。

そ

れ

か

ら

、

業

績

要

素

を

ど

う

す

る

か

と

か

。

　

北

本

　

今

回

は

、

類

似

業

種

比

準

方

式

か

ら

離

れ

る

の

で

は

な

い

で

す

か

。

類

似

業

種

比

準

方

式

の

問

題

点

は

、

会

計

検

査

院

か

ら

指

摘

さ

れ

て

い

ま

す

し

。

　

川

田

　

類

似

業

種

を

や

め

て

、

例

え

ば

、

純

資

産

だ

け

で

や

る

と

し

た

と

き

に

、

今

度

は

純

資

産

の

評

価

を

ど

う

す

る

か

と

い

う

問

題

に

も

な

り

ま

す

。

評

価

通

達

６

項

に

も

関

連

し

て

き

ま

す

よ

ね

。

　

北

本

　

通

達

改

正

に

よ

り

、

新

し

い

評

価

方

法

が

確

立

す

る

と

、

お

そ

ら

く

従

来

の

よ

う

な

不

公

平

感

は

な

く

な

る

の

で

、

６

項

適

用

の

場

面

は

減

る

と

思

い

ま

す

。

　

川

田

　

つ

い

で

に

６

項

を

な

く

し

て

し

ま

う

と

い

う

こ

と

は

な

い

の

で

し

ょ

う

か

。

　

北

本

　

な

い

で

し

ょ

う

。

６

項

は

非

上

場

株

だ

け

で

は

な

く

、

す

べ

て

の

財

産

に

適

用

さ

れ

る

も

の

で

す

か

ら

。

　

川

田

　

少

な

く

と

も

非

上

場

株

に

つ

い

て

の

適

用

は

減

る

と

。

　

北

本

　

減

る

と

思

い

ま

す

。

非

上

場

株

を

利

用

し

た

節

税

対

策

は

減

少

す

る

と

思

い

ま

す

。

た

だ

、

非

上

場

株

の

改

正

を

一

気

に

や

る

作

業

は

大

変

だ

と

思

い

ま

す

。

今

の

国

税

庁

の

資

産

評

価

企

画

官

室

の

人

員

で

は

足

り

な

い

の

で

は

と

心

配

で

す

。

　

川

田

　

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト

チ

ー

ム

か

何

か

を

つ

く

っ

て

、

人

を

集

め

て

や

ら

な

い

と

無

理

で

す

よ

ね

。

　

北

本

　

と

り

あ

え

ず

今

、

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト

チ

ー

ム

を

作

っ

て

い

る

ん

で

し

ょ

う

け

ど

も

、

増

員

等

も

必

要

で

し

ょ

う

ね

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

内

閣

官

房

の

租

税

特

別

措

置

・

補

助

金

見

直

し

担

当

室

は

�

日

、

租

税

特

別

措

置

・

補

助

金

・

基

金

の

適

正

化

に

向

け

た

提

案

募

集

の

結

果

を

公

表

し

た

。

租

特

に

関

す

る

意

見

等

は

既

報

の

と

お

り

（

４

月

�

日

号

３

面

参

照

）

だ

が

、

集

ま

っ

た

３

万

７

０

０

０

件

超

の

意

見

等

の

う

ち

、

�

％

は

補

助

金

等

に

関

す

る

も

の

だ

っ

た

。

こ

こ

で

は

補

助

金

等

に

関

す

る

主

な

意

見

等

か

ら

、

今

後

の

企

業

経

営

に

も

影

響

を

及

ぼ

し

得

る

経

済

産

業

、

中

小

企

業

分

野

の

意

見

等

を

紹

介

す

る

。

　

政

府

は

�

日

、

法

人

税

法

施

行

規

則

の

一

部

改

正

省

令

を

公

布

し

た

。

令

和

８

年

度

税

制

改

正

に

対

応

し

た

法

人

税

申

告

書

の

別

表

等

の

様

式

が

定

め

ら

れ

て

い

る

。

　

例

え

ば

、

特

定

生

産

性

向

上

設

備

等

を

取

得

し

た

場

合

の

特

別

償

却

ま

た

は

特

別

税

額

控

除

制

度

が

創

設

さ

れ

た

こ

と

に

伴

い

、

別

表

六

（

二

十

七

）

特

定

生

産

性

向

上

設

備

等

を

取

得

し

た

場

合

の

法

人

税

額

の

特

別

控

除

に

関

す

る

明

細

書

が

追

加

さ

れ

た

ほ

か

、

そ

の

記

載

要

領

も

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

改

正

省

令

は

一

部

の

規

定

を

除

き

公

布

の

日

か

ら

施

行

さ

れ

て

い

る

。

な

お

、

特

定

生

産

性

向

上

設

備

等

を

取

得

し

た

場

合

の

特

別

税

額

控

除

制

度

等

の

施

行

は

、

今

国

会

に

提

出

さ

れ

て

い

る

産

業

競

争

力

強

化

法

等

の

改

正

案

の

施

行

の

日

か

ら

と

な

っ

て

い

る

。

　

内

閣

官

房

が

公

表

し

た

同

結

果

の

中

で

、

経

済

産

業

、

中

小

企

業

分

野

の

意

見

等

は

、

①

補

助

金

が

生

産

性

の

低

い

企

業

の

延

命

に

つ

な

が

っ

て

お

り

、

補

助

金

依

存

か

ら

脱

却

す

べ

き

、

②

国

の

支

援

が

必

要

な

い

、

ま

た

は

支

援

手

法

が

本

質

的

・

効

果

的

で

は

な

い

、

③

補

助

金

の

申

請

負

担

が

重

く

、

コ

ン

サ

ル

や

業

者

主

導

と

な

り

、

不

正

や

中

抜

き

構

造

を

生

ん

で

い

る

―

―

の

三

つ

に

分

け

て

示

さ

れ

て

い

る

。

　

①

で

は

、

補

助

金

が

「

倒

産

防

止

」

や

「

事

業

継

続

」

に

偏

り

、

生

産

性

の

低

い

企

業

を

温

存

し

て

い

る

、

成

果

指

標

が

「

交

付

件

数

」

や

「

参

加

者

数

」

な

ど

形

式

的

な

も

の

に

偏

っ

て

お

り

、

本

来

の

目

的

で

あ

る

生

産

性

向

上

や

賃

上

げ

へ

の

効

果

が

十

分

に

検

証

さ

れ

な

い

ま

ま

補

助

事

業

が

拡

大

し

て

い

る

と

い

っ

た

意

見

等

が

あ

っ

た

。

　

②

で

は

、

Ｉ

Ｔ

導

入

補

助

金

は

、

「

Ｉ

Ｔ

ベ

ン

ダ

ー

の

販

促

ツ

ー

ル

」

と

化

し

て

い

る

、

少

額

の

Ｉ

Ｔ

導

入

に

膨

大

な

審

査

・

報

告

コ

ス

ト

を

か

け

る

の

は

非

効

率

、

小

規

模

持

続

化

補

助

金

は

「

も

の

を

買

う

だ

け

の

補

助

金

」

と

認

識

さ

れ

て

お

り

、

事

業

戦

略

に

結

び

付

い

て

い

な

い

、

大

規

模

成

長

補

助

金

は

本

来

事

業

主

が

背

負

う

べ

き

リ

ス

ク

マ

ネ

ー

の

肩

代

わ

り

を

行

う

よ

う

な

補

助

金

に

見

え

る

と

い

っ

た

手

厳

し

い

意

見

等

が

多

か

っ

た

。

　

③

で

は

、

申

請

が

難

し

す

ぎ

て

「

コ

ン

サ

ル

が

間

に

入

ら

な

い

と

対

応

が

困

難

」

な

制

度

に

な

っ

て

い

る

、

補

助

金

詐

欺

や

不

正

受

給

が

後

を

絶

た

ず

、

ま

じ

め

な

事

業

者

が

不

利

に

な

る

構

造

が

放

置

さ

れ

て

い

る

、

事

務

局

に

問

い

合

わ

せ

て

も

回

答

が

二

転

三

転

す

る

、

提

出

書

類

な

ど

実

務

と

か

け

離

れ

た

要

求

が

慢

性

化

し

て

い

る

な

ど

の

意

見

等

が

あ

っ

た

。

　

ま

た

、

中

小

企

業

等

関

係

予

算

は

、

当

初

予

算

よ

り

補

正

予

算

の

方

が

何

倍

も

規

模

が

大

き

い

、

い

び

つ

な

状

況

が

続

く

（

７

年

度

当

初

予

算

８

７

９

億

円

、

７

年

度

補

正

予

算

８

３

６

４

億

円

）

。

　

各

府

省

庁

は

意

見

等

を

踏

ま

え

、

補

助

金

等

の

自

己

点

検

を

行

っ

た

上

で

、

見

直

し

等

を

検

討

し

、

９

年

度

予

算

要

求

に

反

映

さ

せ

る

予

定

。

点

検

に

当

た

っ

て

は

、

成

果

に

基

づ

く

制

度

運

用

へ

の

転

換

や

不

正

・

中

抜

き

の

防

止

、

事

業

者

の

自

立

や

成

長

に

つ

な

が

る

仕

組

み

へ

の

変

更

、

申

請

等

の

事

務

負

担

の

軽

減

な

ど

を

視

点

と

す

る

。

　

訂

正

　

４

月

�

日

号

４

面

の

「

業

種

別

所

得

金

額

の

増

減

額

と

増

減

率

」

の

記

事

で

、

「

所

得

税

の

増

加

額

」

「

所

得

税

の

増

加

率

」

と

あ

る

の

は

、

「

所

得

金

額

の

増

加

額

」

「

所

得

金

額

の

増

加

率

」

の

誤

り

で

し

た

。

お

詫

び

し

て

訂

正

し

ま

す

。

　

日

本

政

策

金

融

公

庫

（

田

中

一

穂

総

裁

）

は

２

日

、

融

資

先

の

担

い

手

農

業

者

を

対

象

に

行

っ

た

事

業

承

継

に

関

す

る

調

査

結

果

を

公

表

し

た

。

こ

れ

は

１

月

に

実

施

し

た

「

農

業

景

況

調

査

」

の

特

別

調

査

と

し

て

、

「

事

業

承

継

」

を

テ

ー

マ

に

今

後

の

事

業

承

継

の

意

向

や

課

題

な

ど

に

つ

い

て

調

査

し

た

も

の

。

「

今

後

の

事

業

承

継

の

意

向

」

で

は

、

後

継

者

候

補

が

い

る

経

営

体

の

承

継

先

の

う

ち

「

親

族

へ

承

継

」

の

割

合

が

�

・

３

％

と

最

も

高

く

、

４

割

が

親

族

内

承

継

の

意

向

を

示

し

た

。

　

次

い

で

、

「

親

族

以

外

の

役

員

・

従

業

員

等

へ

承

継

」

（

５

・

６

％

）

、

「

現

経

営

外

の

第

三

者

へ

承

継

」

（

２

・

１

％

）

と

な

っ

て

い

る

。

　

個

人

・

法

人

別

に

み

る

と

、

「

親

族

へ

承

継

」

は

、

個

人

経

営

で

高

く

（

個

人

�

・

４

％

、

法

人

�

・

７

％

）

、

「

親

族

以

外

の

役

員

・

従

業

員

等

へ

承

継

」

は

法

人

経

営

で

高

い

（

個

人

１

・

４

％

、

法

人

�

・

８

％

）

。

「

事

業

承

継

に

お

け

る

課

題

」

に

つ

い

て

は

、

「

経

営

ノ

ウ

ハ

ウ

、

生

産

技

術

の

承

継

」

の

割

合

が

�

・

６

％

と

最

も

高

く

、

次

い

で

、

「

事

業

の

将

来

性

が

不

安

」

（

�

・

７

％

）

、

「

贈

与

税

や

相

続

税

へ

の

対

応

」

（

�

・

８

％

）

と

な

っ

て

い

る

。

　

個

人

・

法

人

別

に

み

る

と

、

個

人

経

営

は

法

人

経

営

に

比

べ

て

「

事

業

の

将

来

性

が

不

安

」

の

割

合

が

高

く

、

個

人

が

�

・

０

％

と

５

割

超

、

法

人

が

�

・

６

％

だ

っ

た

。

一

方

、

法

人

経

営

は

個

人

経

営

に

比

べ

て

「

経

営

ノ

ウ

ハ

ウ

、

生

産

技

術

の

承

継

」

の

割

合

が

高

か

っ

た

（

個

人

�

・

８

％

、

法

人

�

・

１

％

）

。

「

周

囲

の

農

業

者

な

ど

か

ら

事

業

の

引

継

ぎ

を

打

診

さ

れ

た

場

合

の

意

向

」

で

は

、

「

積

極

的

に

検

討

す

る

」

が

�

・

３

％

、

「

条

件

が

良

け

れ

ば

検

討

す

る

」

が

�

・

２

％

で

、

両

方

合

わ

せ

る

と

６

割

超

と

な

っ

た

。

「

事

業

を

引

き

受

け

る

際

の

課

題

」

で

は

、

「

人

手

が

確

保

で

き

な

い

」

が

�

・

６

％

と

最

も

高

く

、

次

い

で

、

「

事

業

成

長

に

つ

な

が

る

か

不

安

」

が

�

・

２

％

、

「

資

金

調

達

が

困

難

」

が

�

・

７

％

だ

っ

た

。

　

な

お

、

調

査

対

象

は

、

融

資

先

の

う

ち

の

２

万

２

７

１

先

で

、

有

効

回

答

数

は

、

６

６

０

６

先

（

回

収

率

�

・

６

％

）

と

な

っ

て

い

る

。

　

経

済

産

業

省

は

９

日

、

「

Ａ

Ｉ

利

活

用

に

お

け

る

民

事

責

任

の

解

釈

適

用

に

関

す

る

手

引

き

」

を

公

表

し

た

。

　

同

手

引

き

は

、

Ａ

Ｉ

利

活

用

の

場

面

で

の

不

法

行

為

法

上

の

論

点

を

中

心

に

、

現

行

法

が

ど

の

よ

う

に

解

釈

適

用

さ

れ

得

る

か

の

方

向

性

を

示

し

、

Ａ

Ｉ

の

開

発

・

提

供

・

利

用

に

関

わ

る

当

事

者

の

予

測

可

能

性

を

高

め

、

Ａ

Ｉ

利

活

用

の

推

進

と

損

害

発

生

時

の

円

滑

な

解

決

に

資

す

る

こ

と

を

目

的

と

し

て

い

る

。

　

具

体

的

に

は

、

Ａ

Ｉ

を

用

い

た

サ

ー

ビ

ス

や

シ

ス

テ

ム

の

利

活

用

に

よ

っ

て

、

第

三

者

に

損

害

が

生

じ

た

複

数

の

想

定

事

例

と

し

て

７

事

例

を

取

り

上

げ

、

責

任

判

断

の

考

え

方

を

提

示

。

契

約

等

の

明

確

な

ル

ー

ル

が

及

ば

な

い

状

況

下

で

適

用

さ

れ

る

デ

フ

ォ

ル

ト

・

ル

ー

ル

と

し

て

、

不

法

行

為

責

任

（

一

般

不

法

行

為

・

製

造

物

責

任

等

）

を

中

心

的

な

検

討

対

象

と

し

て

い

る

。

　

同

手

引

き

で

は

、

Ａ

Ｉ

の

利

用

形

態

を

、

①

補

助

／

支

援

型

Ａ

Ｉ

（

判

断

の

補

助

な

い

し

支

援

と

し

て

の

み

用

い

ら

れ

、

最

終

的

に

人

の

判

断

や

行

動

を

介

在

さ

せ

る

こ

と

が

予

定

さ

れ

る

類

型

）

と

②

依

拠

／

代

替

型

Ａ

Ｉ

（

人

の

判

断

や

行

動

を

代

替

す

る

前

提

で

提

供

さ

れ

、

Ａ

Ｉ

の

出

力

に

依

拠

し

な

が

ら

用

い

る

こ

と

が

予

定

さ

れ

る

類

型

）

の

２

類

型

に

分

類

。

分

類

し

た

上

で

、

「

Ａ

Ｉ

利

用

者

」

「

Ａ

Ｉ

開

発

者

・

提

供

者

」

の

各

当

事

者

が

、

責

任

を

判

断

す

る

に

当

た

っ

て

の

基

本

的

な

考

え

方

を

整

理

し

て

い

る

。

　

掲

載

し

て

い

る

想

定

事

例

は

、

次

の

通

り

。

【

補

助

／

支

援

型

Ａ

Ｉ

】

　

①

配

送

ル

ー

ト

最

適

化

Ａ

Ｉ

（

ド

ラ

イ

バ

ー

が

Ａ

Ｉ

の

提

示

し

た

悪

路

ル

ー

ト

に

従

っ

て

走

行

し

、

脱

輪

事

故

が

発

生

し

た

事

例

）

　

②

弁

護

士

業

務

支

援

Ａ

Ｉ

（

専

門

家

で

あ

る

弁

護

士

が

、

Ａ

Ｉ

の

出

力

し

た

架

空

の

裁

判

例

に

依

拠

し

て

敗

訴

し

た

事

例

）

　

③

画

像

生

成

Ａ

Ｉ

（

生

成

Ａ

Ｉ

に

よ

り

出

力

さ

れ

た

著

名

人

に

酷

似

す

る

画

像

を

利

用

し

た

事

例

）

　

④

取

引

審

査

Ａ

Ｉ

（

入

居

審

査

Ａ

Ｉ

に

特

定

の

属

性

を

不

利

に

扱

う

バ

イ

ア

ス

が

含

ま

れ

て

い

た

事

例

）

【

依

拠

／

代

替

型

Ａ

Ｉ

】

　

⑤

外

観

検

査

Ａ

Ｉ

（

高

精

度

な

検

品

Ａ

Ｉ

が

異

物

を

見

落

と

し

た

結

果

、

消

費

者

が

負

傷

し

た

事

例

）

　

⑥

自

律

走

行

ロ

ボ

ッ

ト

（

Ａ

Ｍ

Ｒ

）

（

倉

庫

内

の

自

律

走

行

ロ

ボ

ッ

ト

が

衝

突

等

の

事

故

を

起

こ

し

た

事

例

）

【

依

拠

／

代

替

型

Ａ

Ｉ

・

補

助

／

支

援

型

Ａ

Ｉ

】

　

⑦

カ

ス

タ

マ

ー

サ

ポ

ー

ト

向

け

Ａ

Ｉ

エ

ー

ジ

ェ

ン

ト

（

カ

ス

タ

マ

ー

サ

ポ

ー

ト

用

Ａ

Ｉ

が

外

部

情

報

を

自

律

的

に

検

索

し

て

顧

客

に

誤

回

答

を

行

っ

た

事

例

）

（４）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　いわゆる２割特例は、個人事業者の令和８年分の申告、３月

決算の法人であれば令和８事業年度（令和９年３月期）の申告

で終了します。しかし、事務負担への配慮がより必要と考えら

れる個人事業者については、これに代えて、その課税期間にお

ける売上税額から控除する金額をその売上税額の７割とし、納

付税額をその売上税額の３割とする特例（以下「３割特例」と

いいます。）が２年に限り措置され、選択も確定申告書にその

旨を付記すればよいこととされました。

　３割特例は、基本的に、「インボイス発行事業者の登録をし

なければ、課税事業者になることはなかった個人事業者」の令

和９年分及び令和�年分が対象となります。したがって、以下

の課税期間については、３割特例の適用を受けることはできま

せん。

⑴　過去の売上げが一定金額以上ある場合

　イ　基準期間の課税売上高が１０００万円を超える課税期間（消

　　法９①）

　ロ　特定期間における課税売上高による納税義務の免除の特

　　例により課税事業者となる課税期間（消法９の２①）

　ハ　相続があった場合の納税義務の免除の特例により課税事

　　業者となる課税期間（消法�）

⑵　高額な資産を仕入れた場合

　イ　「課税事業者選択届出書」を提出して課税事業者となっ

　　た後２年以内に一般課税で調整対象固定資産の仕入れ等を

　　行った場合において、「課税事業者選択不適用届出書」の

　　提出ができないことにより課税事業者となる課税期間（消

　　法９⑦）

　ロ　一般課税で高額特定資産の仕入れ等を行った場合（棚卸

　　資産の調整の適用を受けた場合）において課税事業者とな

　　る課税期間（消法�の４①②④）

　ハ　一般課税で金又は白金の地金等を仕入れた金額の合計額

　　（税抜き）が２００万円以上である場合において課税事業者

　　となる課税期間（消法�の４③④、消令�の５④）

⑶　３割特例の適用を受けようとする課税期間の初日におい　

　て、恒久的施設（所得税法に規定する「恒久的施設」をいい

　ます。）を有しない非居住者である個人事業者（�年改正法

　附則�の２①かっこ書）

⑷　課税期間の特例の適用を受ける課税期間及び一の課税期間

　とみなされる期間（消法�）

　なお、３割特例が適用できるかどうかは、課税期間ごとに判

定しますので、同一の個人事業者であっても、令和９年分が適

用できて令和�年分が適用できない場合や、その逆の場合もあ

ります。

　

政

府

は

、

令

和

８

年

４

月

か

ら

、

少

子

化

対

策

の

財

源

と

し

て

公

的

医

療

保

険

料

に

上

乗

せ

す

る

「

子

ど

も

・

子

育

て

支

援

金

」

の

徴

収

を

始

め

た

。

令

和

８

年

度

の

被

保

険

者

一

人

当

た

り

負

担

額

は

、

保

険

制

度

と

年

収

に

応

じ

て

月

額

次

の

と

お

り

で

あ

る

。

　

被

用

者

保

険

（

会

社

員

等

）

　

１

９

２

円

か

ら

９

５

９

円

（

平

均

５

０

０

円

）

　

国

民

健

康

保

険

（

自

営

業

者

等

）

　

　

�

円

か

ら

６

５

０

円

（

平

均

３

０

０

円

）

　

後

期

高

齢

者

保

険

　

　

�

円

か

ら

２

０

０

円

（

平

均

２

０

０

円

）

　

こ

れ

に

よ

り

、

令

和

８

年

度

の

総

額

は

、

６

０

０

０

億

円

と

な

り

、

令

和

９

年

度

は

９

０

０

０

億

円

、

令

和

�

年

度

は

１

兆

円

が

見

込

ま

れ

、

そ

れ

に

応

じ

て

、

前

記

の

一

人

当

た

り

の

負

担

額

も

増

加

す

る

こ

と

に

な

る

。

こ

の

財

源

は

、

児

童

手

当

の

拡

充

や

親

の

就

労

に

関

係

な

く

生

後

６

か

月

か

ら

２

歳

の

子

ど

も

を

預

け

る

こ

と

が

で

き

る

「

こ

ど

も

誰

で

も

通

園

制

度

」

な

ど

に

充

て

ら

れ

る

。

　

政

府

が

こ

の

よ

う

に

支

援

金

に

よ

っ

て

子

育

て

を

支

援

す

る

の

は

、

歯

止

め

が

か

か

ら

な

い

少

子

化

を

少

し

で

も

食

い

止

め

よ

う

と

す

る

か

ら

に

ほ

か

な

ら

な

い

。

令

和

７

年

に

生

ま

れ

た

子

ど

も

の

数

は

、

外

国

人

を

含

む

速

報

値

で

約

�

万

５

０

０

０

人

で

、

�

年

連

続

で

最

少

を

更

新

し

て

い

る

。

そ

の

た

め

、

政

府

は

、

こ

の

よ

う

な

状

況

を

打

開

す

る

た

め

に

、

広

く

薄

く

負

担

を

分

か

ち

合

う

支

援

金

で

「

社

会

全

体

で

子

育

て

世

帯

を

支

え

る

」

こ

と

を

狙

い

と

し

て

い

る

。

　

し

か

し

、

こ

の

よ

う

な

支

援

金

に

つ

い

て

は

、

単

身

者

や

子

ど

も

を

持

た

な

い

人

、

子

育

て

を

終

え

た

高

齢

者

に

と

っ

て

は

、

直

接

的

に

は

何

の

メ

リ

ッ

ト

も

な

く

、

実

質

的

な

負

担

増

に

過

ぎ

な

い

こ

と

に

な

る

。

そ

の

た

め

、

Ｓ

Ｎ

Ｓ

な

ど

で

は

、

「

独

身

税

」

と

い

う

悪

評

も

あ

り

、

各

種

物

価

が

上

昇

す

る

中

、

さ

ら

に

手

取

り

が

減

る

と

い

う

こ

と

で

、

結

婚

を

た

め

ら

う

若

者

が

増

え

か

ね

な

い

と

い

う

指

摘

も

あ

る

。

　

し

か

し

な

が

ら

、

単

身

者

や

子

ど

も

を

持

た

な

い

人

も

、

老

い

て

身

の

回

り

の

こ

と

も

ま

ま

な

ら

な

く

な

れ

ば

人

様

の

育

て

た

子

ど

も

た

ち

の

世

話

に

な

る

は

ず

で

あ

る

し

、

子

育

て

を

終

え

た

高

齢

者

に

と

っ

て

は

「

子

育

て

の

延

長

」

と

思

え

ば

、

目

先

の

メ

リ

ッ

ト

だ

け

で

は

論

じ

ら

れ

な

い

は

ず

で

あ

る

。

そ

の

点

で

は

、

「

子

育

て

支

援

金

」

は

、

社

会

保

障

の

趣

旨

に

か

な

う

の

か

も

し

れ

な

い

。

　

ま

た

、

「

独

身

税

」

と

い

う

租

税

問

題

と

し

て

捉

え

る

場

合

に

は

、

現

在

の

よ

う

に

民

族

存

亡

の

危

機

に

あ

る

と

き

で

あ

る

か

ら

こ

そ

、

所

得

税

の

課

税

制

度

を

根

本

的

に

変

更

す

べ

き

で

あ

る

と

言

え

る

。

す

な

わ

ち

、

現

行

の

個

人

単

位

課

税

制

度

の

下

で

は

、

出

生

率

が

高

い

専

業

主

婦

世

帯

に

と

っ

て

最

も

不

利

な

状

態

に

な

っ

て

い

る

。

配

偶

者

控

除

は

、

も

と

も

と

、

家

事

労

働

と

夫

の

稼

ぎ

に

貢

献

す

る

と

い

う

こ

と

で

設

け

ら

れ

た

制

度

で

あ

る

が

、

そ

の

貢

献

に

よ

っ

て

夫

の

年

収

が

増

え

る

と

控

除

額

が

減

額

さ

れ

、

夫

の

所

得

が

１

０

０

０

万

円

を

超

え

る

と

そ

の

控

除

が

受

け

ら

れ

な

く

な

る

と

い

う

、

極

め

て

矛

盾

し

た

制

度

と

な

っ

て

い

る

。

　

そ

の

矛

盾

を

解

消

す

る

た

め

に

は

、

課

税

単

位

を

夫

婦

単

位

課

税

（

二

分

二

乗

方

式

）

又

は

世

帯

単

位

課

税

（

Ｎ

分

Ｎ

乗

方

式

）

に

改

め

る

必

要

が

あ

る

。

し

か

し

、

残

念

な

が

ら

こ

の

よ

う

な

提

言

は

、

ほ

と

ん

ど

聞

く

こ

と

は

な

い

。

現

内

閣

も

、

第

�

回

で

述

べ

た

よ

う

に

、

税

務

執

行

上

問

題

の

多

い

「

給

付

付

き

税

額

控

除

」

よ

り

も

、

前

記

の

よ

う

な

課

税

単

位

の

変

更

に

取

り

組

ん

で

ほ

し

い

も

の

で

あ

る

。

　

ま

た

、

所

得

税

の

課

税

単

位

に

つ

い

て

各

国

が

ど

の

よ

う

に

対

処

し

て

い

る

か

を

概

観

し

て

み

る

。

ま

ず

、

ア

メ

リ

カ

に

お

い

て

は

、

当

初

は

個

人

単

位

課

税

制

度

が

採

用

さ

れ

て

い

た

が

、

現

在

で

は

、

同

制

度

と

二

分

二

乗

方

式

の

選

択

が

認

め

ら

れ

る

に

至

っ

て

い

る

。

ま

た

、

ヨ

ー

ロ

ッ

パ

で

は

、

イ

ギ

リ

ス

が

個

人

単

位

方

式

と

Ｎ

分

Ｎ

乗

方

式

の

選

択

を

認

め

、

ド

イ

ツ

が

二

分

二

乗

方

式

を

採

用

し

、

フ

ラ

ン

ス

が

Ｎ

分

Ｎ

乗

方

式

を

採

用

し

て

い

る

。

我

が

国

で

は

、

戦

後

は

世

帯

単

位

方

式

で

あ

っ

た

が

、

戦

後

個

人

単

位

方

式

に

改

め

、

結

果

的

に

は

出

生

率

を

低

下

さ

せ

て

い

る

。

　

も

っ

と

も

、

出

生

率

は

、

何

も

所

得

税

制

の

み

に

よ

っ

て

左

右

さ

れ

る

も

の

で

も

な

い

。

最

も

重

要

な

問

題

は

、

国

民

の

「

子

を

産

み

育

て

る

」

こ

と

の

尊

厳

性

の

欠

如

に

あ

る

と

考

え

ら

れ

る

。

目

先

の

自

由

に

溺

れ

、

結

婚

し

な

い

の

も

経

済

の

せ

い

に

し

て

い

る

。

か

つ

て

の

「

一

人

口

は

食

え

ぬ

が

二

人

口

は

食

え

る

」

、

「

貧

乏

人

の

子

沢

山

」

、

「

家

貧

し

く

し

て

孝

子

出

る

」

等

々

の

先

人

の

言

葉

を

今

噛

み

締

め

る

と

き

で

あ

る

も

の

と

考

え

ら

れ

る

。

（５） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

税

法

の

基

本

法

で

あ

り

、

各

税

に

共

通

し

た

法

律

で

あ

る

国

税

通

則

法

を

こ

れ

か

ら

学

ぼ

う

と

し

て

い

る

初

学

者

の

方

々

は

も

と

よ

り

、

税

知

識

を

有

し

て

い

る

方

々

の

国

税

通

則

法

の

理

解

の

た

め

に

も

役

立

つ

よ

う

、

図

表

や

設

例

、

カ

ッ

ト

な

ど

を

交

え

て

分

か

り

や

す

く

解

説

を

し

た

基

本

書

。

　

序

章

か

ら

始

ま

り

、

連

帯

納

付

義

務

の

効

果

な

ど

の

解

説

を

盛

り

込

ん

だ

「

納

税

義

務

の

成

立

と

確

定

」

、

申

告

納

税

方

式

、

賦

課

課

税

方

式

な

ど

に

よ

る

国

税

の

納

付

な

ど

を

解

説

し

た

「

国

税

の

納

付

及

び

徴

収

」

、

納

税

の

猶

予

と

滞

納

処

分

手

続

上

の

緩

和

制

度

と

の

相

違

の

解

説

な

ど

を

盛

り

込

ん

だ

「

納

税

緩

和

制

度

及

び

担

保

」

、

除

斥

期

間

間

際

に

出

さ

れ

た

申

告

に

係

る

加

算

税

の

賦

課

決

定

期

限

の

延

長

な

ど

を

解

説

し

た

「

更

正

・

決

定

・

徴

収

な

ど

の

期

間

制

限

」

な

ど

全

�

章

で

構

成

。

　

巻

末

に

は

、

納

税

環

境

整

備

に

向

け

た

主

な

施

策

、

電

子

帳

簿

保

存

法

の

概

要

、

国

税

不

服

審

判

所

に

お

け

る

審

理

の

流

れ

、

米

国

に

お

け

る

納

税

者

権

利

救

済

制

度

の

概

要

な

ど

を

参

考

と

し

て

収

録

。

　

令

和

８

年

度

税

制

改

正

に

対

応

し

た

最

新

版

。

　

Ａ

５

判

、

３

０

０

ペ

ー

ジ

。

定

価

２

２

０

０

円

（

税

込

み

）

。

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

非

上

場

株

式

の

発

行

法

人

の

支

配

株

主

と

対

立

し

て

い

た

場

合

の

譲

渡

株

式

の

評

価

方

法

に

つ

い

て

、

所

得

税

基

本

通

達

�

―

６

の

定

め

に

よ

る

評

価

方

法

で

算

定

し

た

価

額

に

よ

る

こ

と

が

相

当

で

あ

る

と

し

た

事

例

。

　

審

査

請

求

人

が

保

有

す

る

取

引

相

場

の

な

い

同

族

法

人

の

株

式

を

、

請

求

人

と

厳

し

く

対

立

し

て

い

た

親

族

が

経

営

す

る

会

社

に

譲

渡

す

る

際

に

、

そ

の

譲

渡

価

額

を

訴

訟

上

の

和

解

で

成

立

し

た

価

額

と

し

て

当

該

譲

渡

に

係

る

所

得

税

等

の

確

定

申

告

を

し

た

。

原

処

分

庁

は

、

当

該

株

式

の

時

価

は

評

価

通

達

の

定

め

る

原

則

的

な

評

価

方

式

に

よ

り

算

出

す

べ

き

で

あ

り

、

当

該

譲

渡

価

額

は

時

価

の

２

分

の

１

に

満

た

な

い

こ

と

か

ら

、

時

価

で

譲

渡

が

あ

っ

た

と

み

な

し

て

更

正

処

分

等

を

し

た

の

に

対

し

、

請

求

人

が

原

処

分

の

全

部

の

取

消

し

を

求

め

た

。

国

税

不

服

審

判

所

は

、

請

求

人

の

主

張

す

る

事

情

を

も

っ

て

、

本

件

法

人

が

発

行

し

た

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

時

価

を

適

正

に

算

定

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

特

別

の

事

情

と

認

め

る

こ

と

は

で

き

な

い

と

し

て

、

請

求

を

棄

却

し

た

（

令

和

７

年

９

月

�

日

付

、

公

表

裁

決

）

。

基

礎

事

実

等

　

Ｆ

社

は

、

請

求

人

の

父

に

よ

っ

て

設

立

さ

れ

た

〇

〇

〇

〇

の

設

計

・

製

造

並

び

に

施

工

等

を

目

的

と

す

る

法

人

で

あ

る

。

　

Ｆ

社

の

代

表

取

締

役

は

、

請

求

人

の

弟

で

あ

る

Ｇ

が

就

任

し

て

い

た

が

辞

任

し

、

Ｇ

の

子

（

請

求

人

の

甥

）

Ｈ

が

就

任

し

た

。

な

お

、

請

求

人

は

Ｆ

社

の

取

締

役

を

務

め

て

い

た

。

　

Ｆ

社

は

、

請

求

人

及

び

請

求

人

の

妹

で

あ

る

Ｊ

（

請

求

人

ら

）

並

び

に

Ｇ

及

び

そ

の

親

族

が

発

行

済

株

式

総

数

�

万

株

の

す

べ

て

を

保

有

す

る

同

族

会

社

で

あ

っ

た

。

　

請

求

人

ら

は

、

Ｆ

社

及

び

Ｇ

を

被

告

と

し

て

、

請

求

人

ら

が

保

有

す

る

Ｆ

社

の

株

主

た

る

地

位

の

確

認

等

を

求

め

、

Ｍ

地

方

裁

判

所

に

訴

え

を

提

起

し

、

請

求

人

ら

が

そ

れ

ぞ

れ

保

有

す

る

Ｆ

社

の

株

式

の

一

部

を

、

Ｇ

が

合

計

○

○

○

○

円

で

買

い

受

け

る

こ

と

な

ど

を

内

容

と

す

る

訴

訟

上

の

和

解

が

成

立

。

請

求

人

ら

は

、

そ

れ

ぞ

れ

株

式

の

一

部

を

Ｇ

に

譲

渡

し

た

。

　

請

求

人

ら

は

、

Ｆ

社

を

被

告

と

し

て

、

Ｆ

社

の

定

時

株

主

総

会

に

お

け

る

決

議

の

取

消

し

を

求

め

、

Ｍ

地

方

裁

判

所

に

訴

え

を

提

起

し

、

こ

れ

と

関

連

し

て

、

Ｆ

社

の

臨

時

株

主

総

会

に

お

け

る

決

議

の

取

消

し

を

求

め

、

同

裁

判

所

に

訴

え

を

提

起

し

た

。

　

Ｆ

社

は

、

Ｍ

地

方

裁

判

所

に

Ｆ

社

の

株

式

の

価

額

の

評

価

資

料

と

し

て

相

続

税

等

の

申

告

の

際

に

用

い

る

「

取

引

相

場

の

な

い

株

式

（

出

資

）

の

評

価

明

細

書

」

を

提

出

し

た

。

請

求

人

ら

は

、

こ

の

評

価

資

料

を

受

け

、

保

有

す

る

Ｆ

社

の

株

式

の

譲

渡

価

額

を

１

株

当

た

り

○

○

○

○

円

と

し

、

譲

渡

の

相

手

方

を

Ｆ

社

の

関

係

者

で

あ

る

個

人

と

す

る

こ

と

を

希

望

す

る

旨

の

提

案

を

し

た

。

Ｆ

社

は

、

こ

れ

を

受

け

、

請

求

人

ら

の

株

式

の

買

取

り

を

検

討

す

る

旨

を

提

案

し

た

。

　

請

求

人

ら

は

、

Ｆ

社

が

提

示

し

た

１

株

当

た

り

○

○

○

○

円

に

よ

る

譲

渡

は

、

時

価

の

２

分

の

１

未

満

で

あ

る

と

し

て

、

い

わ

ゆ

る

「

み

な

し

譲

渡

課

税

」

（

所

得

税

法

第

�

条

第

１

項

第

２

号

）

の

対

象

と

な

る

可

能

性

が

あ

る

た

め

、

譲

渡

価

額

を

前

述

の

訴

訟

上

の

和

解

に

よ

る

株

式

譲

渡

の

際

の

価

額

で

あ

っ

た

１

株

当

た

り

○

○

○

○

円

の

２

分

の

１

を

超

え

る

○

○

○

○

円

と

す

る

こ

と

を

希

望

す

る

旨

を

提

案

し

た

。

　

し

か

し

、

こ

の

譲

渡

希

望

価

額

に

つ

い

て

Ｆ

社

が

拒

否

し

た

こ

と

か

ら

、

請

求

人

ら

は

、

譲

渡

希

望

価

額

を

１

株

当

た

り

○

○

○

○

円

と

す

る

旨

を

再

度

提

案

し

た

と

こ

ろ

、

Ｆ

社

が

こ

れ

を

了

承

し

和

解

が

成

立

し

た

。

　

請

求

人

は

、

こ

れ

ら

株

式

等

に

係

る

譲

渡

所

得

の

所

得

税

等

に

つ

い

て

、

法

定

申

告

期

限

ま

で

に

申

告

。

原

処

分

庁

は

、

本

件

株

式

譲

渡

は

、

所

得

税

法

第

�

条

第

１

項

第

２

号

及

び

所

得

税

法

施

行

令

第

１

６

９

条

の

規

定

に

よ

り

、

譲

渡

所

得

の

金

額

の

計

算

上

、

時

価

に

よ

る

譲

渡

が

あ

っ

た

と

み

な

さ

れ

る

と

し

て

請

求

人

の

所

得

税

等

に

係

る

更

正

処

分

等

を

し

、

請

求

人

は

、

処

分

に

不

服

が

あ

る

と

し

て

審

査

請

求

を

し

た

。

　

争

点

は

、

本

件

株

式

譲

渡

は

、

所

得

税

法

第

�

条

第

１

項

第

２

号

に

規

定

す

る

「

著

し

く

低

い

価

額

の

対

価

と

し

て

政

令

で

定

め

る

額

に

よ

る

譲

渡

」

に

該

当

す

る

か

否

か

。

請

求

人

の

主

張

　

取

引

相

場

の

な

い

本

件

株

式

の

発

行

法

人

（

Ｆ

社

）

の

支

配

株

主

と

厳

し

く

対

立

し

て

い

た

た

め

、

発

行

法

人

を

支

配

し

て

い

た

と

は

い

え

ず

、

支

配

力

を

制

限

さ

れ

た

「

中

心

的

な

同

族

株

主

」

で

あ

っ

て

、

所

得

税

基

本

通

達

�

―

６

《

株

式

等

を

贈

与

等

し

た

場

合

の

「

そ

の

時

に

お

け

る

価

額

」

》

の

定

め

に

よ

る

評

価

方

法

で

は

、

本

件

株

式

の

客

観

的

交

換

価

値

を

適

正

に

算

定

す

る

こ

と

の

で

き

な

い

特

別

の

事

情

が

あ

る

か

ら

、

当

該

評

価

方

法

に

よ

る

べ

き

で

は

な

い

。

審

判

所

の

判

断

　

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

発

行

会

社

の

場

合

、

会

社

に

よ

っ

て

株

主

間

の

経

営

権

を

め

ぐ

る

対

立

状

況

、

派

閥

の

構

成

、

個

人

的

な

思

惑

等

は

千

差

万

別

で

あ

る

と

こ

ろ

、

あ

り

と

あ

ら

ゆ

る

事

情

を

的

確

に

把

握

し

て

評

価

に

反

映

さ

せ

、

実

質

的

に

会

社

を

支

配

し

て

い

る

「

同

族

株

主

」

あ

る

い

は

支

配

力

を

制

限

さ

れ

て

い

な

い

「

中

心

的

な

同

族

株

主

」

に

該

当

す

る

か

ど

う

か

を

判

断

す

る

と

い

う

こ

と

に

な

れ

ば

、

「

同

族

株

主

」

と

す

る

か

否

か

の

基

準

が

極

め

て

曖

昧

に

な

る

だ

け

で

な

く

、

評

価

を

行

う

者

に

よ

っ

て

異

な

っ

た

評

価

が

さ

れ

る

お

そ

れ

が

あ

り

、

そ

の

評

価

に

決

定

権

者

の

恣

意

が

介

入

し

、

課

税

の

公

平

を

欠

く

お

そ

れ

す

ら

あ

る

と

い

え

る

。

こ

れ

ら

の

点

を

考

慮

す

れ

ば

、

所

得

税

基

本

通

達

�

―

６

で

借

用

さ

れ

て

い

る

財

産

評

価

基

本

通

達

が

、

「

同

族

株

主

」

あ

る

い

は

「

中

心

的

な

同

族

株

主

」

の

範

囲

を

形

式

的

に

支

配

従

属

関

係

が

及

ぶ

と

さ

れ

る

一

定

の

範

囲

の

も

の

と

し

、

画

一

的

に

同

族

関

係

者

の

範

囲

を

定

め

る

こ

と

と

し

て

い

る

の

は

、

課

税

の

公

平

の

観

点

か

ら

む

し

ろ

合

理

的

で

あ

る

と

い

う

べ

き

で

あ

る

。

し

た

が

っ

て

、

請

求

人

の

主

張

す

る

事

情

を

も

っ

て

、

評

価

通

達

の

定

め

に

従

っ

た

評

価

方

法

に

よ

っ

て

は

本

件

株

式

の

時

価

を

適

正

に

算

定

す

る

こ

と

の

で

き

な

い

特

別

の

事

情

と

認

め

る

こ

と

は

で

き

な

い

。

（６）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　

杉

江

を

２

階

に

案

内

し

た

若

い

事

務

員

が

お

茶

を

運

ん

で

き

た

。

「

今

、

調

査

官

と

君

の

こ

と

を

話

し

て

い

た

ひ

と

と

こ

ろ

だ

よ

。

い

け

な

い

な

、

他

人

に

何

で

も

か

ん

で

も

ベ

ラ

ベ

ラ

話

す

よ

う

じ

ゃ

。

社

会

人

と

し

て

は

失

格

だ

よ

。

会

社

で

の

会

話

は

、

友

達

同

士

の

雑

談

と

は

違

う

ん

だ

か

ら

」

「

す

み

ま

せ

ん

…

…

」

「

ま

あ

税

務

署

の

方

だ

か

ら

い

い

よ

う

な

も

の

の

、

こ

れ

か

ら

は

注

意

し

な

さ

い

」

　

ペ

コ

リ

と

事

務

員

は

頭

を

下

げ

る

と

、

神

妙

な

顔

を

し

て

部

屋

を

出

て

行

っ

た

。

「

４

月

か

ら

う

ち

で

働

い

て

る

ん

で

す

が

な

、

ど

う

も

ま

だ

高

校

生

気

分

が

抜

け

ず

、

困

り

も

の

で

す

わ

」

社

長

は

何

度

か

首

を

振

っ

た

。

い

た

け

だ

か

か

ん

　

居

丈

高

な

社

長

の

言

動

が

、

杉

江

の

癇

に

さ

わ触

っ

た

。

今

は

亡

き

父

と

同

じ

態

度

を

、

そ

こ

に

見

た

気

が

し

た

か

ら

だ

。

◇

　

　

　

◇

　

　

　

◇

「

私

の

父

は

、

教

師

だ

っ

た

ん

だ

よ

」

「

初

耳

で

す

ね

」

２

期

後

輩

の

川

上

。

「

隠

し

て

い

た

わ

け

で

は

な

い

が

、

自

分

か

ら

は

、

話

す

気

が

な

か

っ

た

の

だ

ろ

う

。

本

質

的

な

と

こ

ろ

で

、

父

の

こ

と

が

好

き

で

は

な

か

っ

た

か

ら

ね

。

　

客

観

的

に

見

れ

ば

、

私

の

父

は

、

教

師

と

・

・

・

し

て

は

、

出

世

し

た

と

い

え

る

だ

ろ

う

。

校

・

・

・

長

を

長

く

務

め

、

退

職

後

に

は

受

勲

も

し

た

。

　

私

が

高

校

生

の

頃

に

は

父

は

す

で

に

教

頭

に

な

っ

て

い

て

、

か

つ

て

の

教

え

子

が

社

会

人

に

な

り

、

た

ま

に

家

に

遊

び

に

来

て

も

い

た

。

そ

ん

な

教

え

子

た

ち

に

向

か

っ

て

、

お

前

は

だ

か

ら

ダ

メ

な

ん

だ

と

か

、

も

っ

と

こ

う

じ

ゃ

な

い

と

い

け

な

い

と

言

っ

て

い

た

。

　

い

つ

も

そ

ん

な

風

に

上

か

ら

目

線

で

言

う

父

が

、

ど

う

も

好

き

に

な

れ

な

か

っ

た

ん

だ

」

「

教

師

っ

て

、

そ

う

い

う

と

こ

ろ

が

あ

り

ま

す

よ

ね

」

岸

が

続

け

た

。

「

た

だ

、

そ

う

じ

さ

と

ゃ

な

い

と

、

人

を

諭

し

導

く

仕

事

は

、

む

し

ろ

で

き

な

い

ん

じ

ゃ

な

い

ん

で

す

か

ね

」

い

っ

と

き

「

一

時

私

も

そ

う

考

え

た

こ

と

が

あ

っ

た

。

た

だ

、

こ

ん

な

こ

と

が

あ

っ

た

ん

だ

。

　

私

が

高

校

１

年

の

時

さ

。

例

の

如

く

教

え

子

が

３

人

家

に

遊

び

に

来

た

。

あ

と

で

母

に

聞

い

た

に

は

、

３

人

は

大

学

を

卒

業

し

て

社

会

人

に

な

り

数

年

が

経

っ

て

い

た

そ

う

だ

。

　

家

に

来

て

し

ば

ら

く

は

談

笑

し

て

い

た

ん

だ

が

、

１

時

間

ほ

ど

経

っ

た

と

こ

ろ

で

、

２

階

の

私

の

部

屋

ま

で

届

く

ほ

ど

の

大

き

な

声

が

聞

こ

え

た

。

い

っ

た

い

何

事

か

と

階

段

を

下

り

て

様

子

を

う

か

が

う

と

、

『

さ

っ

き

か

ら

先

生

は

い

ろ

い

ろ

お

っ

し

ゃ

る

が

、

そ

ん

な

の

は

理

想

、

き

れ

い

事

で

す

よ

�

　

そ

ん

な

風

に

社

会

は

回

っ

て

い

な

い

ん

で

す

�

』

　

教

え

子

の

１

人

が

え

ら

い

剣

幕

だ

。

一

度

げ

っ

こ

う

火

が

つ

き

激

昂

し

た

の

だ

ろ

う

。

数

分

も

の

ま

く

間

、

ど

な

る

よ

う

に

捲

し

立

て

た

。

さ

す

が

な

だ

に

別

の

教

え

子

が

、

〝

ま

あ

、

ま

あ

〟

と

宥

め

て

終

わ

っ

た

の

だ

が

、

そ

ん

な

風

に

言

い

込

め

ら

れ

る

父

を

、

初

め

て

見

た

ん

だ

。

　

ど

ん

な

話

か

ら

そ

う

な

っ

た

の

か

は

わ

か

ら

な

い

。

た

だ

、

私

は

正

直

が

っ

か

り

し

た

ん

だ

。

ど

ん

な

こ

と

に

せ

よ

、

父

は

父

の

考

え

を

述

べ

る

べ

き

だ

っ

た

。

い

や

常

日

頃

、

そ

う

あ

る

べ

き

だ

と

父

は

言

っ

て

い

た

ん

だ

。

　

わ

ざ

わ

ざ

訪

ね

て

来

て

く

れ

た

教

え

子

と

口

論

な

ど

す

る

の

は

、

得

策

で

は

な

い

と

判

断

し

た

の

か

も

知

れ

な

い

。

言

っ

て

み

れ

ば

、

〝

大

人

の

対

応

〟

と

い

う

ヤ

ツ

さ

。

で

も

そ

う

な

ら

、

日

頃

、

私

や

家

族

に

言

っ

て

い

る

こ

と

と

は

、

真

逆

の

対

応

に

な

る

。

そ

の

こ

と

に

私

は

失

望

し

た

ん

だ

。

　

こ

れ

じ

ゃ

あ

言

動

不

一

致

じ

ゃ

な

い

か

�

　

矛

盾

し

て

る

じ

ゃ

な

い

か

、

と

。

　

そ

れ

に

、

父

に

は

、

教

師

で

あ

る

前

に

、

父

親

と

し

て

接

し

て

欲

し

か

っ

た

。

な

の

に

い

つ

も

頭

ご

な

し

。

　

だ

か

ら

大

学

へ

の

進

学

で

は

、

郷

里

の

岐

阜

を

離

れ

東

京

を

選

ん

だ

。

卒

業

後

も

岐

阜

に

は

戻

ら

ず

、

こ

う

し

て

税

務

職

員

と

し

て

東

京

に

居

座

っ

た

。

も

っ

と

も

そ

の

分

、

妹

に

は

、

両

親

を

押

し

付

け

る

格

好

に

な

っ

て

し

ま

っ

た

が

ね

。

　

た

だ

私

は

、

激

昂

し

た

教

え

子

が

言

っ

て

い

た

『

社

会

』

と

や

ら

を

、

こ

の

目

で

見

て

み

た

い

と

、

い

つ

し

か

強

く

思

う

よ

う

に

な

っ

て

も

い

た

。

だ

か

ら

税

務

職

員

に

な

っ

た

」

「

お

父

さ

ん

は

、

ご

健

在

で

？

」

と

川

上

。

「

受

勲

し

て

ほ

ど

な

く

し

て

亡

く

な

っ

た

よ

。

も

っ

と

も

父

は

、

自

分

の

人

生

に

満

足

だ

っ

た

と

思

う

。

　

た

だ

私

に

は

、

心

の

ど

こ

か

に

引

っ

掛

か

り

、

受

け

入

れ

難

い

と

こ

ろ

が

あ

っ

た

。

　

そ

ん

な

父

の

像

と

、

調

査

先

の

社

長

は

、

ど

こ

か

で

重

な

る

も

の

が

あ

っ

た

ん

だ

よ

」

【信託に係る課税の考え方（受益者課税）】

　信託の効力が生じると財産の所有権が委託者から受

託者に移るが、受益者が委託者と異なる場合、税制上

は、受益者が信託財産に帰属する資産負債、収益費用

を直接有するものとみなして扱う（受益者課税）。委

託者が個人で受益者が法人のときは、委託者にみなし

譲渡所得税（所法�①一）、受益者に法人税が課され

る（法法�②）。委託者が個人で別の個人が適正な対

価を負担せずに受益者となる場合は、その信託の効力

発生時において、受益者に贈与税又は相続税が課され

る（相法９条の２①）。

【従来の公益信託に係る課税の考え方（委託者課税）】

　受益者が不特定・不存在の信託の場合、受益者課税で

は課税できなくなってしまうところ、平成�年度税制

改正で法人課税信託が導入され（法法２二十九の二）、

受託者がその信託財産を有するものとして法人税が課

されることになった（所法６の２②、法法４の６②）。な

お、受託者が個人でもその個人が会社とみなされる（所

法６の３三、法法４の３三）。ところが、公益信託は、

委託者が財産を拠出した段階では、信託に係る権利を

誰も取得していないため、法人課税信託に該当させず

に委託者課税として扱い（旧法法附則�の３②）、法人

税は課税されなかった。また、相続税・贈与税について

も、公益信託は委託者がその信託財産を有するものと

して扱われ（旧相法附則�）、課税されなかった。

【新しい公益信託に係る税制（所得税）】

　新しい公益信託に係る税制は、私法上の法律関係に

従い受託者へ財産の移転があったことを前提として、

公益法人の課税関係と整合的にする考え方のもと改正

され、原則新公益信託法の施行の日（令和８年４月１

日）から施行された。

　委託者（個人）が譲渡所得等の基因となる資産を公

益信託に信託財産として拠出した場合は、みなし譲渡

所得税の対象となる贈与又は遺贈に、公益信託の受託

者である個人に対するもの（信託財産とするものに限

る）が追加された（新所法�①一）ことにより、受託

者が個人でも（法人でも）、みなし譲渡所得税が課さ

れることとなった。

　みなし譲渡所得税の非課税措置（措法�条）、相続

税贈与税については、次回以降で述べることとする。

（７） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

宇

都

宮

税

務

行

政

協

力

会

（

黒

本

淳

之

介

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

令

和

５

年

度

か

ら

７

年

度

ま

で

の

３

年

間

の

「

税

の

百

人

一

首

」

の

入

選

作

品

を

収

録

し

た

作

品

集

を

作

成

し

た

＝

写

真

。

　

同

会

が

構

成

団

体

の

一

員

と

な

っ

て

い

る

税

の

百

人

一

首

実

行

委

員

会

で

は

、

平

成

�

年

度

か

ら

税

の

百

人

一

首

の

募

集

と

優

秀

作

品

の

表

彰

を

行

っ

て

お

り

、

作

品

の

募

集

等

は

７

年

度

で

�

回

目

を

迎

え

た

。

作

成

さ

れ

た

作

品

集

に

は

社

会

人

、

高

校

生

、

中

学

生

、

小

学

生

の

そ

れ

ぞ

れ

の

部

門

の

５

年

度

か

ら

７

年

度

の

入

選

作

品

が

収

録

さ

れ

て

い

る

。

　

小

倉

百

人

一

首

は

、

鎌

倉

時

代

に

そ

の

撰

者

で

あ

る

藤

原

定

家

と

親

戚

関

係

と

な

っ

た

宇

都

宮

城

の

５

代

城

主

・

宇

都

宮

頼

綱

が

き

っ

か

け

で

生

ま

れ

た

と

さ

れ

る

。

　

ま

た

、

頼

綱

を

は

じ

め

と

す

る

当

時

の

宇

都

宮

一

族

は

、

和

歌

へ

の

造

詣

が

深

く

、

宇

都

宮

は

京

都

、

鎌

倉

と

並

び

、

全

国

三

歌

壇

の

一

つ

と

称

さ

れ

て

い

た

。

　

一

般

社

団

法

人

福

岡

県

法

人

会

連

合

会

女

性

部

会

連

絡

協

議

会

（

磯

本

ひ

と

み

会

長

）

は

３

月

�

日

、

福

岡

市

博

多

区

の

福

岡

県

庁

で

令

和

７

年

度

「

税

に

関

す

る

絵

は

が

き

コ

ン

ク

ー

ル

」

の

福

岡

県

知

事

賞

の

表

彰

式

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

同

コ

ン

ク

ー

ル

は

県

下

�

の

法

人

会

女

性

部

会

が

小

学

生

を

対

象

に

作

品

を

募

集

し

て

い

る

も

の

で

、

今

回

は

７

９

６

４

点

の

応

募

の

中

か

ら

、

福

岡

市

立

南

当

仁

小

学

校

６

年

（

受

賞

当

時

）

の

小

山

つ

ぐ

み

さ

ん

の

作

品

が

最

優

秀

賞

に

あ

た

る

県

知

事

賞

に

輝

い

た

。

　

表

彰

式

で

は

、

磯

本

会

長

や

保

護

者

ら

が

見

守

る

中

、

東

宜

行

総

務

部

長

か

ら

小

山

さ

ん

に

賞

状

と

記

念

品

が

手

渡

さ

れ

た

。

　

受

賞

作

品

は

同

県

法

連

の

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

来

年

３

月

末

ま

で

掲

載

さ

れ

る

。

　

公

益

社

団

法

人

札

幌

北

法

人

会

（

加

藤

欽

也

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

新

会

員

税

務

研

修

会

を

札

幌

サ

ン

プ

ラ

ザ

で

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

�

名

が

出

席

し

た

研

修

会

で

は

、

札

幌

北

税

務

署

の

担

当

官

か

ら

、

会

社

取

引

を

め

ぐ

る

税

務

や

、

法

人

会

が

推

奨

し

て

い

る

「

自

主

点

検

チ

ェ

ッ

ク

シ

ー

ト

」

等

を

教

材

と

し

て

会

計

処

理

の

留

意

点

に

つ

い

て

説

明

が

あ

っ

た

。

　

次

に

、

加

藤

会

長

が

登

壇

し

、

あ

い

さ

つ

に

引

き

続

き

法

人

会

の

成

り

立

ち

、

法

人

会

の

存

在

意

義

と

公

益

社

団

法

人

と

し

て

の

取

組

状

況

等

に

つ

い

て

講

話

が

あ

り

、

結

び

に

札

幌

北

会

の

モ

ッ

ト

ー

で

あ

る

「

楽

し

く

な

け

れ

ば

法

人

会

じ

ゃ

な

い

！

」

を

法

人

会

の

各

種

事

業

・

行

事

に

参

加

し

て

実

感

し

て

も

ら

い

た

い

と

の

熱

い

メ

ッ

セ

ー

ジ

が

贈

ら

れ

た

。

　

引

き

続

き

開

催

さ

れ

た

懇

親

会

「

新

会

員

交

流

２

０

２

６

」

に

は

、

研

修

会

出

席

者

、

新

会

員

の

紹

介

者

と

同

会

役

員

な

ど

�

人

が

参

加

し

た

。

　

北

海

道

間

税

会

連

合

会

（

戸

澤

亨

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

札

幌

国

税

局

消

費

税

課

と

連

携

し

、

北

海

道

大

学

病

院

内

の

ひ

ま

わ

り

分

校

の

児

童

に

、

紙

芝

居

を

中

心

と

し

た

租

税

教

室

を

実

施

し

た

＝

写

真

。

　

ひ

ま

わ

り

分

校

は

、

病

気

な

ど

で

入

院

加

療

を

必

要

と

す

る

児

童

が

在

籍

し

て

い

る

。

　

同

会

は

、

広

島

県

間

税

会

連

合

会

女

性

部

（

田

中

岳

子

部

長

）

の

取

組

み

を

参

考

に

し

た

紙

芝

居

「

く

ま

お

く

ん

と

み

る

く

ち

ゃ

ん

の

く

ら

し

と

ぜ

い

き

ん

」

を

披

露

し

、

税

の

仕

組

み

や

大

切

さ

を

伝

え

た

。

こ

の

ほ

か

、

札

幌

局

消

費

税

課

に

よ

る

税

金

ク

イ

ズ

を

実

施

し

、

身

近

な

題

材

か

ら

税

の

仕

組

み

を

学

ぶ

機

会

を

提

供

し

た

。

　

同

会

の

南

波

日

出

喜

専

務

理

事

は

、

「

早

期

か

ら

税

の

大

切

さ

を

知

っ

て

も

ら

え

る

よ

う

、

取

組

み

を

強

化

し

て

い

き

た

い

」

と

決

意

を

述

べ

た

。

　

愛

知

・

一

般

社

団

法

人

中

川

法

人

会

（

髙

橋

広

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

Ｃ

Ｓ

ア

セ

ッ

ト

港

サ

ッ

カ

ー

場

で

「

小

学

生

サ

ッ

カ

ー

大

会

あ

お

な

み

フ

レ

ン

ド

リ

ー

マ

ッ

チ

２

０

２

５

」

（

名

古

屋

市

教

育

委

員

会

な

ど

が

後

援

）

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

大

会

は

、

今

回

で

�

回

目

を

迎

え

、

名

古

屋

市

中

川

区

・

港

区

内

の

小

学

校

か

ら

�

チ

ー

ム

、

選

手

約

３

４

０

人

が

参

加

。

天

然

芝

の

グ

ラ

ウ

ン

ド

で

、

選

手

た

ち

は

元

気

よ

く

プ

レ

ー

し

、

得

点

が

決

ま

る

た

び

に

観

客

席

か

ら

も

大

き

な

歓

声

が

沸

き

上

が

っ

た

。

ま

た

、

同

時

に

開

催

し

た

選

手

ら

に

よ

る

キ

ッ

ク

タ

ー

ゲ

ッ

ト

も

大

好

評

だ

っ

た

。

　

毎

年

恒

例

の

「

税

金

ク

イ

ズ

」

や

、

「

税

の

標

語

」

と

「

税

の

絵

は

が

き

コ

ン

ク

ー

ル

」

の

優

秀

作

品

の

掲

示

な

ど

の

イ

ベ

ン

ト

も

開

催

し

、

納

税

意

識

の

向

上

を

図

っ

た

。

　

名

古

屋

東

税

務

署

管

内

の

９

学

区

で

構

成

す

る

東

区

区

政

協

力

委

員

協

議

会

（

藤

井

輝

昭

推

進

委

員

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

東

区

役

所

講

堂

で

東

区

「

税

の

つ

ど

い

」

を

開

催

し

た

。

　

当

日

は

、

来

賓

の

山

崎

博

人

名

古

屋

東

税

務

署

長

、

大

藪

淳

一

名

古

屋

東

税

務

連

絡

協

議

会

会

長

、

鬼

頭

正

二

郎

名

古

屋

東

納

税

貯

蓄

組

合

連

合

会

会

長

の

ほ

か

、

多

く

の

会

員

が

出

席

し

た

。

　

藤

井

推

進

委

員

長

＝

写

真

＝

の

あ

い

さ

つ

の

後

、

中

学

生

の

「

税

に

つ

い

て

の

作

文

」

優

秀

賞

作

品

と

し

て

、

学

校

法

人

名

古

屋

学

院

名

古

屋

中

学

校

３

年

の

浦

山

敬

亮

さ

ん

と

学

校

法

人

金

城

学

院

中

学

校

３

年

の

堀

部

凛

さ

ん

の

作

文

を

紹

介

。

　

引

き

続

き

、

同

署

個

人

課

税

第

一

部

門

の

荻

田

裕

美

統

括

調

査

官

と

同

署

総

務

課

の

久

保

和

巳

課

長

が

、

「

税

の

は

な

し

」

と

題

し

て

講

演

を

行

っ

た

。

　

栃

木

税

務

署

納

税

推

進

協

議

会

（

上

杉

昌

弘

会

長

）

と

栃

木

税

務

署

（

�

綿

直

人

署

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

栃

木

県

小

山

市

内

に

あ

る

イ

オ

ン

モ

ー

ル

小

山

で

ス

マ

ホ

申

告

の

Ｐ

Ｒ

を

実

施

し

た

。

　

プ

ロ

野

球

独

立

リ

ー

グ

の

栃

木

ゴ

ー

ル

デ

ン

ブ

レ

ー

ブ

ス

所

属

の

楠

本

龍

聖

選

手

と

菅

野

秀

斗

選

手

の

２

選

手

が

、

�

綿

署

長

か

ら

「

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

（

ス

マ

ホ

申

告

）

推

進

大

使

」

の

委

嘱

状

を

受

け

、

実

際

に

ス

マ

ホ

申

告

体

験

を

行

い

、

利

便

性

を

Ｐ

Ｒ

し

た

＝

写

真

。

　

初

め

て

ス

マ

ホ

申

告

を

体

験

し

た

楠

本

選

手

は

、

「

思

っ

た

よ

り

簡

単

だ

っ

た

。

ネ

ッ

ト

環

境

さ

え

あ

れ

ば

ど

こ

で

も

申

告

で

き

る

の

は

便

利

だ

」

と

笑

顔

で

話

し

た

。

昨

年

に

続

き

、

２

年

連

続

で

推

進

大

使

と

な

っ

た

菅

野

選

手

は

、

「

昨

年

は

、

チ

ー

ム

メ

イ

ト

か

ら

教

え

て

ほ

し

い

と

い

わ

れ

、

大

反

響

だ

っ

た

。

今

回

は

、

読

み

取

り

機

能

の

精

度

が

増

し

た

と

感

じ

て

い

る

」

と

語

っ

た

。

（８）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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